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発 簡 番 号   

調達要求番号 募援役－Ｒ５－２４ 

調達要求年月日 令和６年３月１８日 

作 成 部 課 航空幕僚監部人事教育部募集・援護課 

作 成 年 月 日  令和６年３月１８日 

品 名 職業適性検査 

仕 様 書 番 号  空幕ＬＰＳ－Ｘ００００２－３ 

 指 定 事 項 ： 

２．１．３ 実施項目，実施場所，実施期間及び対象者数 

表のとおりとする。 

 

表－実施項目，実施場所，実施期間及び対象者数 

実施項目 実施場所 実施期間 対象者数 

検査・診断 
対象者が勤務する所在地 令和６年５月２７日～ 

令和７年２月２８日 

 

 

 

 ３０名 
分析レポート 受注者施設 

上記に同じ。 

教育 

航空自衛隊府中基地 

航空気象群業務管理講習所 

令和６年６月１０日 

１５００～１７００ 

 

 
 
 

 



 

  航 空 自 衛 隊 仕 様 書 

仕様書の 

種  類 

内容による分類 役務仕様書 

性質による分類 個別仕様書 

物品番号  仕 様 書 番 号 

品 名 

又は 

件 名 

職業適性検査 

空幕募援ＬＰＳ－Ｘ００００２－３ 

大 臣 

承 認 
令和  年  月  日 

作 成 令和 ３年 ４月 ９日 

改 正 
令和 ５年 ４月 ６日 

令和 ６年 ３月１８日 

作成部 

隊等名 

航空幕僚監部人事教育部

募集・援護課 

1  総則 

1.1  適用範囲 

この仕様書は，航空自衛隊において，１等空佐の階級で若年定年退職を予定する

自衛官に対して行う職業適性検査に係わる役務について規定する。 

1.2  調達品目 

調達品目は，調達品目表による。 

1.3  用語及び定義 

この仕様書で用いる主な用語及び定義は，Ｃ＆ＬＰＳ－Ｙ００００７の 1.2によ

るほか，次による。 

a) カタログ製品 

 製造者等の商品目録又は営業案内に製品の名称，形式，番号，種類，等級等が記 

載されており，製品の名称，形式，番号を指定することにより，製品の品質，形 

状，性能，その他必要事項が確定できる市販品 

b) 若年定年退職 

 定年年齢が６５歳に満たない自衛官の定年退職 

c) 講師  

表１に示す教育の実施場所において教育を実施する契約相手方の技術員 

1.4  引用文書等 

この仕様書に引用する次の文書は，この仕様書に規定する範囲内において，この

仕様書の一部をなすもので，入札書又は見積書の提出時における最新版とする。 

a)  仕様書 

  Ｃ＆ＬＰＳ－Ｙ００００７  調達品等一般共通仕様書 

b) 法令等 

  個人情報の保護に関する法律(平成１５年法律第５７号) 
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品  名  職業適性検査 

航空自衛隊の部隊等の保有する個人情報の安全確保等に関する達（平成２５年 

航空自衛隊達第４３号） 

府中基地における外来者の立入に関する達（平成２５年府中基地達第４号） 

2  役務に関する要求 

2.1  役務の内容 

2.1.1 全般 

 定年退職の概ね３年前の１等空佐の階級にある航空自衛官に対して，定年退職に

伴う再就職の準備を計画的かつ自発的に実施させるため，多角的に自己分析ができ

るよう職業適性検査を実施する。 

2.1.2 職業適性検査の内容 

a) 検査・診断 

  調達品目表に示す診断ツールを用いて，対象者のビジネスに関する行動傾向等 

を検査・診断するものとする。 

b) 分析レポート 

検査・診断の結果から，調達品目表に示す内容の分析レポート（様式任意）を 

作成する。分析レポートは，1名につき１部作成し，教育時に対象者に事前に 

配付できるよう作成するものとする他，全員のデータを航空幕僚監部人事教育 

部募集・援護課に通知する。 

c) 教育 

  講師は対象者に対し，自己理解をより深めさせるため，分析レポートの見方， 

  捉え方及び分析レポートから導き出された各診断項目の傾向について，講義形 

  式で教育を実施するものとする。また，講義形式での教育において対象者の理

解を促進するため，対象者が事前学習できる教材を準備するものとする。止む

得ない事情で実施場所での講義が実施できない場合は，代替手段として受験者

からの質問についてメール等により応答する。 

2.1.3 実施項目，実施場所，実施期間及び対象者数 

 実施項目，実施場所，実施期間及び対象者数は，調達要領指定書による。 

2.2  ＩＤ及びパスワードの付与 

 職業適性検査にアクセスする必要なＵＲＬ，ＩＤ及びパスワードの付与は契約

締結後，速やかに航空幕僚監部人事教育部募集・援護課長（以下，「募集・援護課

長」という。）に送付する。 

3  監督・検査 

契約担当官等が定める監督及び検査実施要領に基づき実施する。 

4  その他 

4.1  提出書類 

4.1.1  教育実施計画書 
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 品  名  職業適性検査 

契約の相手方は，教育実施に先立ち，次の事項を含む教育実施計画書（様式任

意）２部を作成し，募集・援護課長の確認を得たのち，契約担当官等に提出する

ものとする。 

a) 教育内容ごとの時間配分 

b) 細部教育実施要領 

c) 講師の所属及び氏名 

4.1.2  教材の作成及び提出 

 契約の相手方は，2.1.2 c)に示す教育の実施に先立ち，募集・援護課長の確認

を得たのち，教育用及び事前学習用の教材をそれぞれに作成するとともに，令和

６年５月２４日までに監督官に提出するものとする。 

4.1.3  教育実施報告書 

 契約の相手方は，教育終了後，速やかに教育実施報告書として，分析レポート

集計一覧表（様式任意）を１部作成し，契約担当官等を経由し，募集・援護課長

に提出するものとする。分析レポート一覧表は，職業適性検査の診断・分析レポ

ートを集計した一覧表とする。その際，受検者のスコアーについては一覧表にし

て，データ.xls形式で提出するものとする。 

4.2  官側における支援 

 契約の相手方は，教育の実施にあたり，官側の支援を必要とする場合は，次の事

項について監督官の確認を得て，無償で官側の支援を受けることができる。 

a) 教育に必要な器材としてプロジェクター，ホワイトボード及び音響装置の使用 

並びに関連消耗品の供与 

b) 隊内の事務室の利用及び搬入物品の保管場所の提供 

c) 隊内の電気，水，電話，及び冷暖房設備（燃料を含む。）の利用 

d) その他監督官が必要と認めた事項 

4.3 教育器材 

 契約の相手方は、教育用としてＨＤＭＩ又はＤ－ｓｕｂ１５ピン出力端子を有す

るパソコン１台を準備するものとする。 

4.4 個人情報の保護 

 契約の相手方は，個人情報の保護に関する法律に基づき，個人に関する情報を適

切に管理するため，ＩＳＯ ２７００１ 又は， ＪＩＳ Ｑ １５００１ の認

証を受けた業者であるものとする。 

4.5 基地内立入り 

基地への立入り契約の相手方は，基地への立入りについて，府中基地における外 

来者の立入に関する達により事前に入門許可証交付申請を行い，許可を受けるもの

とする。 

4.6 協議等 

 この仕様書に疑義が生じた場合は，監督官を通じ契約担当官等と協議すること。 
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調達品目表 

 

調達要求番号 募援役－Ｒ５－２４ 作 成 部 課 
航空幕僚監部 

人事教育部募集・援護課 

調達要求年月日 令和６年３月１８日 作 成 年 月 日 令和６年３月１８日 

仕 様 書 番 号 空幕募援ＬＰＳ－Ｘ００００２－３ 

 

品名 カタログ製品名 ＩＤ数 

職業適性検査 

株式会社 パソナ  

「PAT適性適職診断」 

株式会社 ラーニングエージェンシー 

「Biz SCORE Basic」， 

又は同等以上のもの（他社の製品を含む。） 

３０ＥＡ 

 

注 この調達品目表に記載したカタログ製品名は，製品を選定する際の参考として例

示したものであり，当該製品を指定するものではない。 

 

 特記事項 

１ 職業適性検査のうち，検査・診断についてはインターネットを使用して行うこ

とができること。 

２ 職業適性検査を行うに当たり，アクセスするための必要なＵＲＬ，ＩＤ，パス

ワードを付与することができること。 

３ 以下の診断項目を行うことができるツールの提供が可能であること。 

a) 行動傾向（仕事上の能力） 

b) 再就職に向けて受験者自身が必要とするスキルについて参考となる事項 

４ 職業適性検査の診断結果を用い、母集団とした分析レポートを作成できること。 

５ 以下の内容を記載した分析レポートの提供が可能であること。 

a) 行動傾向の分析 

b) 再就職に役立つビジネススキルについて、進歩向上を促すことが可能であるこ 

  と。 

c) 適性検査の結果により、再就職の希望業種選定に役立つこと。 

６ 講師は，分析レポートを用いて対象者に対して教育ができること。 


